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はじめに 

 

 子どもたちの学びを豊かなものとするために、学校教育の多様化・弾力化が進められる

中で、特色ある学校づくりに向けて、創意工夫を凝らした教育活動を推進することが求め

られている。 

このため、予算の学校裁量権限を拡大して、個々の教育活動に対応した予算を各学校に

おいて主体的に編成する仕組みを構築することが必要となっている。 

 このような考え方に立って、小林市では、平成１９年度から学校予算の総額裁量制に基

づく「事業型予算要求システム」を導入しているが、導入から３年目を迎えるに当たり、

各学校における実際的な成果や効果はどうなのか、課題は何なのかを評価・検証して、本

システムをより一層、充実発展させるための具体的な改善方策を見出すこととした。 

 このため、有識者及び校長、教頭、事務職員、保護者の代表者を委員とする「小林市学

校予算の効果的な配分・活用方法に関する研究会議」を設置して、本システムを様々な角

度から評価・検証することとした。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 学校予算に関する小林市の取組 

 

○ 事業型予算要求システム導入の背景 

小林市では平成１９年度から、次年度の学校予算要求時に、教育委員会が学校配分予算

の総額を示して、各学校では教育目標の実現のために効果的な事業を構築して予算要求に

あたるという「事業型予算要求システム」を導入している。 

 この事業型予算要求システムを導入する４年前から、教育委員会では、１校当たりの予

算要求限度額を設定した上で、学校の教育ビジョン（教育課程）に基づき、学校が主体的

に予算編成できるという総額裁量予算制度を導入していた。 

このことにより、予算要求段階における費目間の融通性が確保され、学校の実態に応じ

た予算編成ができるようになったが、そうした反面、学校においては消耗品費や修繕料、

備品購入費などの従前からの固定した費目の枠内で予算を要求する傾向が多く見られ、予

算費目が自由である総額裁量制度の有効性を十分に活かすものとはなっていなかった。      

  また、学校では、予算と言うといわゆる「物」を買うための予算費目に主眼が置かれる

傾向があり、予算要求の時期になると、各主任等に必要な物品に優先順位をつけた書面を

提出させ、予算委員会等で全体調整をしていくという、一面的かつ限定的な予算要求とな

る傾向が見られた。 

一方、学校教育は多様化・弾力化が進み、総合的な学習の時間、外国語活動、小中連携

活動など様々な教育活動が展開されており、従前の予算費目では対応できない状況が見ら

れた。 たとえば、「総合的な学習の時間」の米作り活動における水田管理委託料、外部人

材活用のための報償費、校外学習におけるバス借上料、情報化推進のための各種データ入

力に係る雑役務費、さらには教員の事務負担軽減を図るための委託料等の新たな費目が必

要になっていた。 

このため、学校の教育目標の実現に向けて、何をやるか（事業）を問い、その事業を推

進するために、どんな予算費目が必要かを考えるという仕組みを構築することが必要であ

った。 

  このような状況を踏まえて、平成１９年度から、各学校の次年度の予算要求については、

学校予算の総額裁量制に基づく事業型予算要求システムを導入することとした。 

なお、導入にあたっては、学校の実態や実状を踏まえた仕組みとなるよう、小林市スク

ールサポートセンター（以下「ＳＳＣ」と言う。）と綿密に連携・協働しながら作業を進め

た。 

 

○ 教育課程と予算編成 

事業型予算要求システムの導入にあたっては、これまでともすれば遊離しがちであった

教育課程編成と予算編成が一体のものであることを教職員間で共通認識することが必要で

あった。 



学校では、知育、徳育、体育などの向上を図る

ために教育目標を掲げて、様々な教育活動を展開

しているが、それらの活動を「事業」というくく

りで整理することで、教育課程と予算編成を連動

させることとした。  

 学校予算は、学校を維持・管理する学校管理費

と教育活動を推進する教育振興費に区分されるが、

学校管理費を「学校管理運営事業」として整理す

るとともに、教育振興費については、例えば「学

力向上推進事業」、「心の教育推進事業」、「体力向

上推進事業」などの事業名でくくることを例示した。 

知徳
体食

学力向上
推進事業

学校支援
人材活用
推進事業

体力向上
推進事業

地産地消

推進事業

一人一鉢
推進事業

図書館教育
推進事業

学校教育目標と関連事業

 このことを受けて各学校では、それぞれの教育活動を性質別あるいは領域別に分類して

事業として位置付けるとともに、各事業の具体的な取組内容と必要な経費及び予算費目の

関連を整理した。 

 また、「事業」という考え方に基づく新たな予算要求書の書式については、ＳＳＣ事務局

と検討を重ねるとともに、毎月１回開催されるＳＳＣ研修会の場で、市内全事務職員の共

通理解を図っていった。 

 

○ 学校予算のＰＤＣＡサイクル 

事業型予算要求システムの運用にあっては、事業の構築から展開、評価、次年度事業の

検討という一連のＰＤＣＡサイクルの手法を学校に浸透させることが必要であった。  

このため、平成１９年度から校長と事務職員を対象とした研修会を実施するとともに、

平成２０年度からは演習形式の「学校財務マネジメント研修」を教育委員会研修として、

各学校単位で実施することとした。 

 なお、研修の内容や演習の進め方及び事業

検討・協議を重ねるとともに、各学校の事務

職員が研修の担当者となることから、ＳＳＣ

研修会において、「学校財務マネジメント研

修」の実施に向けて共通理解を深めていった。

研修会は、夏季休業中に全教職員を対象に

評価シートの書式について、ＳＳＣ事務局と

 

２回に分けて実施することとして、１回目が

校務部組織を中心に、本年度事業の評価及び

次年度事業の検討作業を行い、２回目は校務

部組織で整理した次年度事業の概要及び具

体的な取組について、学年部組織を中心に評価や重点化作業を行うなど、全教職員で学校

予算を編成していく流れとなっている。 

取組内容・経費 取組のねらい 期待される効果 次年度の展開 学年評価（課題）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
課題

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
課題

重要度 ?   高 中 低
課題

事業評価シート 図書館教育推進事業 平成２１年度予算 １００万円

Ａ 効果が高く、拡充が必要

Ｂ 効果が高く、今後も取組が必要
Ｃ 効果が低く、見直し・改善が必要
Ｄ 効果が著しく低く、抜本的な改善または廃止が必要

Ａの場合? 具体的な拡充方策 ,必要経費
財源確保の取組等を記入

Ｃ,Ｄの場合? 見直し、改善案を記入

「次年度の展開」記入要領

○図書の充実

図書費 ９０万円

○コーティ ング

謝礼金 ５万円
アメニティコート

５万円

読書意欲の向
上や読書機会
の充実

学力の向上を図る
とともに豊かな情
操を育むことがで
きる。

読書教育が本校の重

点事項であり、１０％程
度の増額が必要。

財源は両面印刷の徹

底やペーパーレス化の
推進で対応する。

図書の補強及
び教師の事務
負担軽減

図書の耐久性を高
めるとともに、教師
が子どもと向き合う
時間を確保できる。

○新たな取組



  こうしてできあがった事業評価シートをもとに、事務

職員が各校務部や学年部と連絡・調整をしながら、事業

型予算要求書の原案を作成していくこととなっている。  

取組内容・経費 取組のねら
い

期待される効果 次年度の展開 学年評価（課題）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
課題

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
課題

重要度?   高 中

低
課題

事 業評価シート
図書館教育推進事業 平成２０年度予算 １００万円

Ａ 効果が高く、拡充が必 要

Ｂ 効果が高く、今後 も取組が 必要

Ｃ 効果が低く、見直し ・改 善が必要
Ｄ 効果が著し く低 く、抜 本的な改善または廃止が必要

Ａの場合 ? 具体的な拡充方策,必要経 費

財源確保の 取組等を 記入
Ｃ,Ｄ の場合? 見直 し、改善案を 記入

「 次年度 の展開」 記入要領

○図書の 充実

図書費 ９０万
円

○コーティ ン グ

謝礼金 ５万円

アメ ニティコ ート

５ 万円

読書意欲の

向上や読書

機会の充実

学力の 向上を図 る

とと もに豊 かな情

操を育むこ とがで
き る。

読 書教 育が 本校の 重

項で あり 、１ ０ ％程度 の増
が必 要。

財源 は両 面印刷 の徹底

ペー パーレス 化 の推 進で

応す る

図書の補強
及び教師の

事務負担軽

減

図書の 耐久性を 高め
る とと もに、教師 が子

どもと 向き合 う時間

を 確保できる 。

○新たな取組

点事

額

や

対

。

事務

職員

学習指導部

生徒指導部

○○部

健康教育部

○○○○部

連絡調整連絡調整

１学年

２学年

４学年

３学年

５学年

６学年事業名
所属
会計 ０１
款 ０９
項 ０２
目 ０２ 01 52 報酬 委員等報酬 学 校評 議員報 酬 0 0 0 0

07 02002 賃金 その他の賃金その他賃金 119, 000 0 -119, 000 0

【　現況　】 08 51102 報償費 報償金等 謝礼金 専門的人材 46,400 円

47, 000 47,000 0 合計 46,400 円

103 謝礼品及び
記念品

30, 000 30,000 0 地域人材 1,000円 × 30人 ＝ 30,000 円

11 01004 需用費 消耗品費

【来年度の取組概要】

　　　　

　　　　 Ｏ Ａ機器消耗品 198,000 円

その他教授消耗品 79,700 円

278, 000 278,000 0 合計 277,700 円

02002 燃料費 軽油代 0 0 0 0

【事業効果】
04002 印刷製本費

その他の印
刷製本費

0 0 0 0

13 53 委託料 その他委託料
一般事務委
託料 0 0 0 0

14 01003 借上料 会場借上料 0 0 0 0

0202 使用料 機器使用料 0 0 0 0

18 01002

【前年度実績】

【来年度の具体的実施方法】

0 0 0 0

02001 図書購入費 図書購入費 1, 167, 000 1159000 -8, 000 児童図書 1,159,000 円

1, 641, 000 1,514,000 -127, 000 合　　　　 計 1,513,100 円

機械器具購入
費

図書ボラン ティア（5800円×４人×２ 日）

増減 算定の基礎

使用料
及び賃
借料

　 図書 の整 備を進め 、全 学年 に貸し 出し など読 書活 動を推進 する と と も に、
朝 の読 書と 読み 聞かせ 活動の よ り 一層の 充実 を図る。

  読書活 動の 充実に より、 児童 の読 書意欲 を高め るこ とが できる 。 また、 図

書 やイ ンタ ーネ ット によ る調 べ学習 の円 滑な推 進を図る こ と が できる。

   
読書 活動 の充実 を図るため 、図 書の整 備を 重 点的 に行う と とも に 、調 べ学

習 を円滑 に推進 するた め情 報室 のコ ンピュ ータ の 保守と メ ン テナンス を行う
など 、教 育環境 の充 実を図っ た 。

備品購
入費

○ 児童 図書の 整備 を重点的 に行う 。
○ 読み 聞かせ ボラ ンテ ィ アの協 力を得な がら 、 朝の読 書活動 （週２ 回１ ５

   分）を 実 施する。

　 
児童 図書 の整備 充実 に重点 的に取 り組 むと と も に、 朝の読 書や読 み聞 か

せ 活動 などを通し て、
児 童が 図書に 親し む機会 を 意図 的に設 定し ている 。

　  また、 調べ学 習の 充実を図 るため、 情報 機器 の保守 、メ ン テナン スに努め
てい る。

その他の消
耗品費

情報・図書館教育推進事業

一般会計
教育費

名称節
細
節

小学校費

細
々
節

情報室プリ ンターイ ンク等

前年度
予算額

当年度
要求額

教育振興費

事　　業　　の　　概　　要

その他の備
品購入費

アメニティ コート・各種シール

1, 000円×900冊＋259, 000円（ＳＳ Ｃ文庫）

予算要求書原案
 

○ 予算執行の効率化 

 緊縮財政の中で、事業型予算要求システムを効果的に運用するためには、各学校におけ

る予算執行の効率化を図ることが必要であった。 

 このため、ＳＳＣの組織力を活用して、市内の小中学校が所有する教材教具について、

共同利用する取組を促進することとした。取組の具体としては、市内小学校の図書につい

て、その一部を共同購入して、学校間・学級間を回覧するシステムや、市内小中学校のビ

デオ教材等について、地域イントラネット上で検索・閲覧できるシステム、さらには、各

小中学校で不具合が生じたまま放置されているＣＤラジカセについて、一斉点検を行い、

修理品をＳＳＣ事務局で保管して、各学校へ貸し出すシステムなどを構築した。 

 

○ 小林市立小・中学校「特色ある学校づくり」推進研究委託事業 

 小林市では事業型予算要求システムと併せて平成２０年度から、学校配分予算とは別に、

教職員の知恵やアイデアを公募する「特色ある学校づくり」推進研究委託事業を実施して

いる。 

事業の目的は、教職員の積極的な提案を奨励し、その実現を図ることにより、教職員の

創造力、研究心及び学校経営への参加意欲を高め、特色ある学校づくりを推進することと

している。平成２０年度は、学校や研究グループから９件の応募があり、３件を採択した。 

前述したＳＳＣのＣＤラジカセの一斉点検・修理・貸出システムも、その中の１件として

採択したものである。 

 

 このような状況を踏まえ、小林市学校予算の効果的な配分・活用方法に関する調査研究

会議（以下、「研究会議」という。）において、事業型予算要求システムの評価・検証を行

なった。 

 

 

２ 各学校における取組の成果及び効果 

  

研究会議において、学校関係の委員から、各学校

での取組を通して、以下のような成果や効果が報告

された。 

 

（１）  予算について全員で向き合って話すこと



で、「もの」だけでなく、外部講師の活用など、いろいろなサービスを子どもたちに

提供できるようになった。 

（２）  教員の提案が次年度予算に反映することを実感することで、予算に対する教員の

関心が高まった。 

（３）  予算全体を教職員で協議することで、スクラップアンドビルドの考え方が意識さ

れるようになった。 

（４）  校長の経営ビジョンについて、予算と教育課程をリンクさせて考えることで、自

校らしさを意識して予算を編成することができた。 

（５）  全職員が予算編成に関わることで、全員が学校経営に参画することになり、経営

感覚を磨くことができた。 

（６）  予算担当者である事務職員も、教育活動と予算の関連についてより一層理解を深

めることができた。 

 

 

３ 事業型予算要求システム運用上の課題 

 

研究会議において各委員から、これまでの各学校の成果や効果を小林市全体に広げてい

くために、以下のような課題が指摘された。 

 

（１） 教育課程と予算編成の一体化 

各学校からの次年度予算要求書の教育委員会への提出時期は、当該年度の１１月

に設定されているが、各学校において、次年度の教育課程を検討・編成する時期は、

当該年度の２月頃が一般的であり、このサイクルを合わせることが必要である。 

（２） 学校予算の弾力的な運用 

 学校の裁量権限を拡大する観点から、学校の実態や実状に応じて、当該年度の事

業について、当該年度の途中に見直し・改善を図ることが可能となる仕組みも必要

である。 

（３） 教職員の意識改革 

教職員に対し、研修や成功体験を通して教育活動と予算が連動している「事業」

という考え方を浸透させ、学校経営ビジョンの具現化に向けて、自分の知恵やアイ

デアが予算に反映することを認識させるとともに、日常的な教育活動におけるコス

ト意識を向上させる取組が必要である。 

（４） 特色ある学校づくりを推進する予算の確保 

 学校を運営するために必要な経常的な経費と特色ある学校づくりを推進するため

の経費を明確にすることが必要である。 

 



（５） 教材教具の共同利用 

 予算執行の効率化を図る観点から、各学校の教材教具等について、学校間で共同

利用する取組を推進することが必要である。 

（６） 学校予算の説明責任 

 学校給食費やＰＴＡ会費等の保護者負担経費の使途については、ＰＴＡ総会等に

おいて説明されているが、市予算については、学校内部に止まる傾向が見られる。 

 学校予算の透明性を確保する観点から、市予算の使途について説明する仕組みを

構築することが必要である。 

（７） 教職員の事務負担軽減 

 教職員の事務負担を軽減する観点から、学校財務マネジメント研修の開催時期を

配慮することや、多忙化している教員の日常的な事務・業務の効率化を図ることが

必要である。 

（８） 教育委員会公募事業の取組 

 小林市小・中学校「特色ある学校づくり」推進研究委託事業の周知を図り、教職

員の事業に対する意識を啓発していくことが必要である。 

 

 

４ 具体的な改善方策 

 

研究会議において、諸課題を解決するための具体的な

改善方策として、以下のような提言がなされた。 

 

（１） 当該年度の各事業を学校経営案に記載する 

     当該年度の学校予算は、４月に各学校に配分

されるが、このことを受けて、各学校において

は、全教職員に学校予算全体について説明する

とともに、学校経営案に当該年度の事業の概要や予算額を明記する取組を促進する。 

         また、各校務部や学年部等で教育計画を検討する際には、当該年度の各事業との

関連を整理するとともに、学校行事等の反省や学校評価に当たっては、学校予算の

有効活用の観点からの評価・検証を加える取組を促進する。 

     さらに、各学校においては、中長期的な展望に立って事業を構築することが重要

であることから、夏季休業中に前年度の反省等を踏まえて各事業の評価を行い、次

年度以降の事業を構築して、予算要求に反映する取組を促進する。 

（２） 校長の判断で当該年度の事業の一部を見直すことを可能とする 

     当該年度において、緊急の課題が発生し、その対応のため新たな取組が必要とな

った場合は、校長の判断で、各事業の一部を見直し、各費目総額の範囲内で、事業



間の調整を図ることを可能とする。 

（３） 教職員へ予算情報の積極的な提供を行い、コスト意識の向上を図る 

（１）で述べた取組に加えて、各学校の予算担当者から教職員に対して、各事業

の進捗状況や学校予算の執行状況について、随時、情報提供を行い、スクラップア

ンドビルドの考え方の浸透を図る取組を促進するとともに、コスト意識の向上を図

るため、例えば光熱水費の使用状況について、定期的に全小中学校分を提示するな

どの取組を実施する。 

また、各学校の事業について、市内小中学校の情報の共有化を図るため、教育委

員会において、各学校への情報提供を行う。 

（４） 各学校の備品や施設設備の共同利用を推進する 

 市内小中学校の備品について共同利用するシステムを構築するとともに、小中一

貫教育を推進する観点から、家庭科室等の特別教室を共同利用するための効果的・

効率的な設備整備の在り方について検討する。 

（５） 各事業についてＰＴＡ総会で説明する 

 当該年度の事業内容について、ＰＴＡ総会等において、保護者へ説明するととも

に、各事業の成果や効果等について学校評議員の会合で説明して、意見を聴取する

ことを促進する。 

（６） ＳＳＣシステムの活用により教職員の事務負担軽減を図る 

    「学校財務マネジメント研修」を夏季休業期間に実施するよう周知を図るととも

に、ＳＳＣの各種システムを活用することで教職員の事務負担軽減を図る。 

（７） 小林市小・中学校「特色ある学校づくり」推進研究委託事業を推進する 

事業型予算要求システムの実効性をより一層高めるために、教職員の知恵やアイ

デアを広く募集する本事業の趣旨について周知を図り、教職員の意欲を喚起する。 

  

また、研究会議での議論を踏まえながら、学校予算の効果的な配分・活用を推進するた

め、ＳＳＣの作業部会において、以下の取組を実施した。 

 

（１） 学校規模等に応じた予算配分基準案の策定 

昨年度の市内全小中学校の予算執行実績を用途別に洗い出し、経常経費と非経常

経費を整理して、経常経費については、学校の実態等を踏まえて、学校割、学級割、

児童生徒数割を算定基準として、予算配分基準案を策定した。 

（２） 特色ある学校づくりに活用できる予算の明示 

  非経常経費については、経常経費の予算配分基準を適用して、特色ある学校づく

りに活用できる予算を明示した。 

 

 



おわりに 

   

今回、文部科学省委託研究事業「学校予算の効果的な配分・活用方法に関する調査研究」

に取り組み、本市における「事業型予算要求システム」を評価・検証するとともに、学校

予算の効果的な配分・活用方法について、調査研究を行った。 

 研究会議においては、各委員それぞれの立場から活発に意見・要望が出され、様々な課

題を整理する中で、「事業型予算要求システム」をより一層、充実・発展させていくための

具体的な改善方策について提言をいただいた。 

 また、ＳＳＣ作業部会においては、教育委員会事務局と連携・協働しながら、各学校の

膨大な予算データを分析・検討して、学校予算の効果的な配分・活用方法の具体案を示し

ていただいた。 

研究会議からの提言及びＳＳＣ作業部会から示された具体案については、今後の教育施

策に最大限反映させ、「夢と元気と勇気ある小林教育」を推進していきたい。 



小林市学校予算の効果的な配分・活用方法に関する研究会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 小林市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、特色ある学校づくり・信頼され

る学校づくりに資するよう、学校予算の効果的な配分・活用方法について検討を行う小林

市学校予算の効果的な配分・活用方法に関する研究会議（以下「研究会議」という。）を

設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 研究会議は、次に掲げる事項について必要な調査・研究を行う。 

(１) 学校予算の編成方策の評価・検証に関すること。 

(２) 学校予算の効果的な活用方法に関すること。 

(３) その他学校財務運営に関し必要なこと。 

 

（組織及び任期） 

第３条 研究会議は、委員 11 人以内で構成する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱又は任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 学校関係者 

（３） 保護者代表 

３ 委員の任期は、平成２２年３月３１日までとする。 

４ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（会長及び副会長） 

第４条 研究会議に、会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員のうちから互選する。 

３ 会長は、研究会議を代表し、会務を総括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

 

（会議） 

第５条 研究会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長とする。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させることができる。 

 

（庶務） 

第６条 研究会議の庶務は、学校教育課において処理する。 

 



（その他） 

第７条 この告示に定めるもののほか、研究会議の運営に関し必要な事項は、教育委員会

が別に定める。 

    

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、平成 22 年３月 31 日限り、その効力を失う。  



小林市学校予算の効果的な配分・活用方法に関する研究会議名簿 

 

区 分 職 名 氏名 備考 

兵庫教育大学 准教授 竺沙 知章  学識経験者 

私立小林西高校 事務長 臼井 昇平  

市外学校 

関係者 

串間市福島中学校 

事務主幹 
大道 正信  

東方小学校 校長 宮脇 隆  

西小林中学校 校長 松尾 和彦  

内山小学校 教頭 齊田 泰子  

細野中学校 教頭 佐土原 誠  

須木小学校 事務主査 室屋 弘樹  

学校関係者 

細野小学校 事務主査 児玉 亮子  

西小林小学校ＰＴＡ会長 松元 公孝  保護者代表 

須木小学校ＰＴＡ会長 山中 悦郎  

 

【会議事務局】 

  小林市教育委員会学校教育課 

  小林市スクールサポートセンター事務局 
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